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第１ 趣旨及び取扱い 

１ この基準は、東京都補助金等交付規則（昭和 37年東京都規則第 141号。以下「規則」とい 

う。）第 24条の規定に基づく財産処分の承認について、近年における急速な少子高齢化の進 

展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変化に対応するとともに、既存ストックを効率的に 

活用した地域活性化を図るため、承認手続等の一層の弾力化及び明確化を図ることとしたも 

のである。 

 ２ 標準的な承認手続きなどの事務処理についてはこの基準のとおりとし、これによりがたい 

場合は別途、基準等を定めること。 

 ３ 国庫補助事業等については、各省庁からの承認基準通知に準じて適切に対応すること。 

 

第２ 財産処分に当たっての知事の承認について 

１ 知事の承認が必要となる場合 

補助事業者等が都の補助事業等により取得し、又は効用を増加した財産を、補助金等の交付

の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、規則

第 24 条の規定により、原則としてあらかじめ知事の承認が必要である。ただし、次の⑴又は

⑵に該当する財産処分（以下「包括承認事項」という。）であって、知事への報告があったも

のについては、上記に関わらず、知事の承認があったものとして取り扱うものとする。 

⑴ 地方公共団体が、当該事業に係る社会資源が当該地域において充足しているとの判断の

下に行う、施設又は設備（以下「施設等」という。）についての財産処分であって、補助事

業完了後 10年以上の期間を経過したもの。ただし、有償譲渡、有償貸付、交換（交換差益

が生じる場合）、担保に供する処分、取壊し及び廃棄を除く。 

⑵ 次のア又はイのいずれかに該当する場合の施設等の取壊し又は廃棄 

ア 災害又は火災により全壊、半壊、全焼又は半焼した場合 

イ 老朽化等、構造上危険な状態にある場合 

２ 知事の承認が不要となる場合 

⑴ 財産処分を行う財産（以下「処分財産」という。）が規則第 24条各号に該当しない場合 

なお、同条第５号に規定する知事が指定するものについては、取得価格又は効用の増加

額が単価 50万円以上の工作物、機械及び器具で、補助目的達成上特に必要と認められるも

のとする。 



 

⑵ 規則第 24条に規定する別に知事が定める期間を経過した場合 

なお、当該期間については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省

令第 15号）を準用する。 

 

⑶ 交付目的に支障を及ぼさない範囲において、一時的に公用又は公共用に供するなど、施

設の転用を伴わない場合 

この場合については、財産処分には該当せず、協議は不要とする。 

 

第３ 施設等の財産処分承認基準について 

１ 補助金相当額の納付を伴わず承認する場合 

⑴ 使用、譲渡又は貸付 

ア 地方公共団体が行う財産処分 

次の(ｱ)又は(ｲ)のいずれかに該当する場合 

(ｱ) 包括承認事項 

(ｲ) 次のａからｄまでの全てを満たしている場合 

ａ 補助事業完了後 10 年以上の期間を経過した財産であること又は補助事業完了後

10年未満であっても、社会状況の変化や災害等により、財産処分がやむを得ないと

知事が認める場合であること。 

ｂ 公用、公共用又は公益目的のための処分であり、都の施策の方向性に合致してい

ること。 

※ 原則として、都の所管する条例等に規定する事業又は都所管の補助金等の対象

となる事業であること。 

ｃ 処分後においても財産処分の制限期間を経過するまでは処分制限を設けること。 

ｄ 無償による財産処分であること。 

イ 地方公共団体以外の者が行う財産処分 

次の(ｱ)から(ｴ)までの全てを満たしている場合 

(ｱ) 補助事業完了後 10年以上の期間を経過した財産であること又は補助事業完了後 10

年未満であっても、社会状況の変化や災害等により、財産処分がやむを得ないと知事

が認める場合であること。 

(ｲ) 公用、公共用又は公益目的のための処分であり、都の施策の方向性に合致している

こと。 

(ｳ) 処分後においても財産処分の制限期間を経過するまでは処分制限を設けること。 

(ｴ) 無償による財産処分であること。 

⑵ 取壊し又は廃棄 

  次のア又はイのいずれかに該当する場合 

ア 包括承認事項 

イ アの取壊しに際して、やむを得ず行う建物以外の工作物等の取壊し又は廃棄 

⑶ 交換 

ア 地方公共団体が行う財産処分 

次の(ｱ)又は(ｲ)のいずれかに該当する場合 



 

(ｱ) 包括承認事項 

(ｲ) 次のａからｄまでの全てを満たしている場合 

ａ 補助事業完了後 10 年以上の期間を経過した財産であること又は補助事業完了後

10年未満であっても、社会状況の変化や災害等により、財産処分がやむを得ないと

知事が認める場合であること。 

ｂ 交換により取得した財産において同一の事業を継続すること又は交換により取得

した財産において他の事業を行う場合であって、その事業が公用、公共用若しくは

公益目的のためであり、都の施策の方向性に合致していること。 

ｃ 交換により取得した財産において財産処分の制限期間を経過するまでは処分制限

を設けること。 

ｄ 交換差益が生じる場合には、交換差益に都の補助率を乗じた金額を納付すること。

ただし、処分財産の補助金額を上限額とする。 

※ 納付額が上限額に達しない場合において、千円未満の端数が生じるときは、こ

れを切り捨てるものとする。 

イ 地方公共団体以外の者が行う財産処分 

次の(ｱ)から(ｴ)までの全てを満たしている場合 

(ｱ) 補助事業完了後 10年以上の期間を経過した財産であること又は補助事業完了後 10

年未満であっても、社会状況の変化や災害等により、財産処分がやむを得ないと知事

が認める場合であること。 

(ｲ) 交換により取得した財産において同一の事業を継続すること又は交換により取得

した財産において他の事業を行う場合であって、その事業が公用、公共用又は公益目

的のためであり、都の施策の方向性に合致していること。 

(ｳ) 交換により取得した財産において財産処分の制限期間を経過するまでは処分制限

を設けること。 

(ｴ) 交換差益が生じる場合には、交換差益に都の補助率を乗じた金額を納付すること。

ただし、処分財産の補助金額を上限とする。 

※ 納付額が上限額に達しない場合において、千円未満の端数が生じるときは、これを

切り捨てるものとする。 

⑷ ⑴から⑶までのほか、知事が特別の理由があると認める財産処分の場合 

２ 補助金相当額を都に納付する場合 

この場合における納付額の算出については、次の計算式によるものとする。ただし、すで

に補助金相当額の全部又は一部を納付している場合は、この限りでない。 

なお、納付額に千円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てるものとする。 

⑴ 使用、譲渡、取壊し又は交換の場合 

納付額 ＝ 処分財産の補助金額－（処分財産の補助金額／処分財産の制限年数） 

×経過年数 

⑵ 貸付の場合 

     納付額 ＝ （処分財産の補助金額／処分財産の制限年数）×貸付年数 

 

 



 

第４ 土地の財産処分承認基準について 

１ 補助金相当額の納付を伴わず承認する場合 

⑴ 使用、譲渡又は貸付 

次のアからエまでの全てを満たしている場合 

ア 補助事業完了後 10 年以上の期間を経過した財産であること又は補助事業完了後 10 年

未満であっても、社会状況の変化や災害等により、財産処分がやむを得ないと知事が認

める場合であること。 

イ 公用、公共用又は公益目的のための処分であり、知事が適当であると認めるものであ

ること。 

ウ 処分後においても財産処分の制限を設けること。 

エ 無償による財産処分であること。 

⑵ 交換 

次のアからエまでの全てを満たしている場合 

ア 補助事業完了後 10 年以上の期間を経過した財産であること又は補助事業完了後 10 年

未満であっても、社会状況の変化や災害等により、財産処分がやむを得ないと知事が認

める場合であること。 

イ 交換により取得した財産において同一の事業を継続すること又は交換により取得した

財産において他の事業を行う場合であって、その事業が公用、公共用若しくは公益目的

のための処分であり、知事が適当であると認めるものであること。 

ウ 交換により取得した財産において処分後においても財産処分の制限を設けること。 

エ 交換差益が生じる場合には、交換差益に都の補助率を乗じた金額を納付すること。た

だし、処分財産の補助金額を上限額とする。 

※ 納付額が上限額に達しない場合において、千円未満の端数が生じるときは、これを

切り捨てるものとする。 

⑶ ⑴及び⑵のほか、知事が特別の理由があると認める財産処分の場合 

２ 補助金相当額を都に納付する場合 

この場合における納付額の算出については、次の計算式によるものとする。ただし、すで

に補助金相当額の全部又は一部を納付している場合は、この限りでない。 

⑴ 使用又は交換の場合 

納付額 ＝ 処分財産の補助金額 

⑵ 譲渡又は貸付の場合 

納付額 ＝ 処分財産の補助金額 

※ 譲渡額又は貸付額（貸付期間にわたる貸付額の合計の予定額をいう。以下同じ。）に都

の補助率を乗じた金額が処分財産の補助金額に満たないときは、譲渡額又は貸付額に都

の補助率を乗じた金額を納付額とする。この場合において、千円未満の端数が生じると

きは、これを切り捨てるものとする。 

※ 譲渡額又は貸付額が、評価額に比して著しく低価である場合に、その理由を合理的に

説明することができないときは、評価額を用いて算出するものとする。 

 

 



 

第５ 承認の際の協議について 

「東京都補助金等交付規則の施行について」（昭和 37 年 12 月 11 日付 37 財主調発第 20 号）

４⑵チに基づき、事案に応じて財務局に協議を行うこと。 

 

第６ その他 

１ この基準は令和２年４月１日から適用する。 

２ この基準の適用日前に財務局と協議中の案件については、適用日以降この基準によること

とする。 


